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医療サービス需要に影響を及ぼす地域生活要因

横　田　明　子
（2006年10月５日受理）

Factors in the Demand for Medical Service on Daily Life

Akiko Yokota

　The aim of this study is to make clear factors in the demand for medical service on daily 
life in Japan. As a result, the study showed that air temperature, snowfall days, ratio of 
nuclear family household, the number of hospital beds and clinics, and other factors  
influenced regional variation in medical care expenses. On the other hand, health guidance 
by public health nurses for inhabitants and employment for senior citizens make medical 
care expenses low.
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１．はじめに

　医療サービス需要は，地域によりその大きさに違い
がある。医療サービス需要の結果である医療費を都道
府県別にみると，平成15年度の国民健康保険被保険者
の場合，70歳以上の老人１人当たりの診療費は，最も
低い長野県で497,349円であるのに対し，最も高い福
岡県は762,788円であり長野県の約1.5倍の値を示して
いる。また，69歳以下の一般被保険者１人当たりの診
療費は，最も低い埼玉県で135,323円であるのに対し，
最も高い徳島県は215,287円であり埼玉県の1.6倍の値
を示していて，地域により大きな違いがあることが分
かる。
　地域により医療費が異なる原因を解明する有力な理
論の１つとして医師誘発需要仮説がある。この仮説に
よれば，単位人口当たりの医師数が増加すると，医師
はお互いの競争による所得の減少を防ぐために，医師
と患者の間に存在する情報の非対称性を利用して，患
者にこれまで以上の濃厚な医療サービスの需要を誘発
させる。このため，結果として医師が多い地域ほど被
保険者１人当たりの医療費は高いことになる

［Feldstein （1970），Fuchs （1978），西村周三（1987）］。
医師の裁量による誘発行為が存在しないとしても，医
師数が増加するとアクセス費用が安くなることによっ

て患者が医療サービスを受けやすくなるため，患者の
自立的需要が増大することがあり得るという説もある

［Rossiter, L. F., and Wilensky, G. R (1983), (1984), (1987), 
Wilensky, G. R. and Rossiter, L. F. (1981), (1983)］。い
ずれにしろ，これらの理論は，人口当たりの医師数の
増加が地域の１人当たり医療費を高くすることを示し
ている。
　その他の要因を含めてわが国の医療費の地域格差を
実証的に分析しているものとして，森満らによる研究
がある。この研究では，地域住民の健康水準や生命に
対する認識，交通安全度，地域の経済力などの社会的，
経済的，文化的指標が重要な関連因子となって老人医
療費の地域格差を生じさせていることを示している

［森満・三宅浩治（1988〕］。また，石井敏弘らの研究
では，地域の医療供給水準や老人福祉，保険事業の水
準などの社会，経済，医療，福祉・保険事業が老人医
療費との間に関連性をもつことを実証的に示している

［石井敏弘・清水弘之・西村周三・梅村貞子（1993）］。
伏見恵文による研究では，地域の医療供給や福祉事業
の実態と老人医療費との関連性について実証分析を
行っている［伏見恵文（1996）］。
　これらの研究では，医療サービス需要の地域格差の
要因を限られた範囲の指標を前提として分析してい
る。また，老人医療費のみの要因を分析していること
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が多い。しかし，地域住民の健康水準や医療サービス
需要は，住民の生活内容と日常生活に関わる居住地域
の自然・社会・文化環境における広範囲におよぶ指標
がさまざまに影響するものと推測される。これまでの
研究で用いられた指標も重要であるが，地域生活環境
としてのさまざまな指標をさらに加えて分析すること
によって，より実態に近い分析結果が得られるものと
考えられる。また，老人以外の一般生活者の医療費に
ついて分析することも重要である。 
　そこで本研究では，地域住民の日常生活に関わる自
然・社会・文化環境に含まれる健康や医療サービス需
要との関連性が疑われる広範囲の地域生活指標を用い
て，医療費の地域差を生じさせている要因の解明を行
うこととした。また，老人の医療サービス需要に加え
て，69歳以下の一般被用者について分析を行った。こ
の研究成果を基に，生活や自然・社会・文化環境の改
善を行う余地がある場合には，その点を改善すること
によって医療費自体の増加を防ぐとともに，生活者の
健康を維持増進させる可能性がある。逆に，自然・社
会・文化環境の実態によっては，将来の医療サービス
需要が増加することを予見することができるかも知れ
ない。このような対策や予測の判断材料を提示するた
めに，医療サービス需要に影響を与える地域生活環境
要因を明らかにすることが重要であるといえる。

２．分析資料と分析方法

　本章では，医療費の要因について，重回帰分析にお
けるステップワイズ法により計量分析を行った。推計
式は，以下の通りである。
　　Yi ＝ α0 ＋ α1 X1i ＋ α2X2i ＋・・・・・ ＋ ui

　ここで Y は被説明変数，X は説明変数，u は誤差項，
i は都道府県に関する添え字である。
　被説明変数は，国民健康保険の加入者である70歳以
上の老人被保険者と69歳以下の一般被保険者それぞれ
に関する１人当たり診療費（入院診療費，外来診療費，
歯科診療費の合計額），入院診療費（以下では，入院
費と記す。），外来診療費（以下では，外来費と記す。），
歯科診療費（以下では，歯科費と記す。）の合計８変
数である。これらのデータは，国民健康保健中央会・
都道府県国民健康保健団体連合会編『国民健康保険の
実態』（平成16年度版）に掲載されている都道府県別
の集計データを用いた。
　被説明変数は，都道府県別の地域生活に関わる指標
であり，表２に示した。これらの指標のうち，老人被
保険者の診療費，入院費，外来費，歯科費の分析には
分類欄のＡとＢの指標を用い，一般被保険者の診療費，

入院費，外来費，歯科費の分析には分類欄のＡとＣの
指標を投じて分析した。また，各指標が掲載されてい
る資料を表１に示した。

資料 　　資　料　名 調査年

① 気象庁観測部「気象庁年報」 2003年

② 総務省統計局「国勢調査報告」 2000年

③
総務省統計局「住宅・土地統計調査

報告」
1998年

④
厚生労働省保険局「国民健康保険実

態調査報告」
2003年

⑤
厚生労働省大臣官房統計情報部「地

域保健・老人保健事業報告」
2002年

⑥
厚生労働省大臣官房統計情報部「医

療施設調査・病院報告」
2002年

⑦
厚生労働省大臣官房統計情報部「医

師・歯科医師・薬剤師調査」
2002年

⑧
厚生労働省大臣官房統計情報部「衛

生行政報告例」
2002年

⑨
警察庁交通局「交通統計」および「交

通事故統計年報」
2003年

⑩
文部科学省生涯学習政策局「社会教

育調査報告書」
2001年

⑪
厚生労働省大臣官房統計情報部「社

会福祉施設等調査報告」
2002年

⑫
総務省統計局「社会生活基本調査報

告」
2001年

表１　被説明変数が掲載される資料

３．実証分析の結果

（1）記述統計
　70歳以上の老人被保険者の１人当たり診療費，入院
費，外来費，歯科費と，老人被保険者および退職被保
険者を除く一般被保険者の１人当たり診療費，入院費，
外来費，歯科費の記述統計を表３に示した。
　これらの表によれば，老人被保険者の場合，１人当
たり診療費は，平均値は61.7万円であるが，49.7万円
で済んでいる都道府県もある一方で，76.3万円かかっ
ている都道府県もあり，1.5倍の開きがある。１人当
たり入院費は，平均値は42.8万円であるが，26万円で
済んでいる都道府県もある一方で，46.8万円かかって
いる都道府県もある。１人当たり外来費は，平均値は
25.2万円であるが，20.7万円で済んでいる都道府県が
ある一方で，33.2万円かかっている都道府県もある。
１人当たり歯科費は，平均値は2.5万円であるが，1.8
万円で済んでいる都道府県がある一方で，3.9万円か
かっている都道府県もある。また，一般被保険者の場
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表２　説明変数として用いた指標

分類 　指　標（説明変数） 指　標　の　説　明 資料 No.

Ａ

最高気温 １日の最高気温の月平均値の中で最も高い気温 ①

最低気温 １日の最低気温の月平均値の中で最も低い気温 ①

日照時間 １年間の日照時間の合計値 ①

雪日数 １年間の降雪日数の合計値 ①

世帯平均人員 １世帯当たりの平均人員数 ②

核家族世帯割合 核家族世帯数／一般世帯数　×　100 ②

共働き世帯割合 共働き世帯数／一般世帯数　×　100 ②

持ち家比率
居住世帯のいる住宅のうちの居住世帯の持ち家の

割合
③

居住室数 １住宅当たりの居住室数 ③

世帯所得 国民健康保健加入世帯の年間の平均所得 ④

生活習慣病検診率
40歳以上人口中の保健所の生活習慣病健康診断受

診者数の割合
⑤

歯科検診・保健指導数
人口千人当たりの保健所・市町村の歯科検診・保

健指導延人員数
⑤

病院数
人口10万人当たりの病院（病床20床以上の医療機

関）の数
⑥

一般診療所数 人口10万人当たりの診療所数 ⑥

歯科診療所数 人口10万人当たりの歯科診療所数 ⑥

一般病院病床数 人口10万人当たりの病院病床総数 ⑥

医師数 人口10万人当たりの医療施設に従事する医師数 ⑦

歯科医師数
人口10万人当たりの医療施設に従事する歯科医師

数
⑦

保健師数 人口10万人当たりの保健業務に従事する保健師数 ⑧

薬局数 人口10万人当たりの薬局数 ⑧

交通事故発生数 人口10万人当たりの交通事故発生件数 ⑨

Ｂ

男性比率（老年人口） 男性人口／女性人口　×　100    （64歳以上） ②

高齢夫婦世帯割合 高齢夫婦のみの世帯数／一般世帯数　×　100 ②

高齢単身世帯割合 高齢単身者世帯数／一般世帯数　×　100 ②

高齢者就業者率 65歳以上の人口中の就業者の割合 ②

高齢者学級・講座数
人口百万人当たりの教育委員会等主催の高齢者学

級・講座数
⑩

老人ホーム数 65歳以上の人口10万人当たりの老人ホーム数 ⑪

Ｃ
男性比率（生産人口） 男性人口／女性人口　×　100    （15 ～ 64歳） ②

スポーツの年間行動者率
15歳以上人口中，余暇活動としてスポーツを行っ

た人の割合
⑫

注） 老人被保険者の医療費の説明変数として用いた指標は分類のＡとＢ，一般被保険者の医療費の説明変数として用いた指標

は分類のＡとＣである。
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合にも，１人当たり診療費，入院費，外来費，歯科費
はそれぞれ都道府県により開きがある。このように，
医療サービス需要の結果としての診療費は，老人被保
険者および一般被保険者の１人当たり金額でみると，
地域格差が極めて大きい。

（2）老人被保険者の医療サービス需要
① １人当たり診療費の推計結果
　老人被保険者の１人当たり診療費の推計結果は，表
４に示す通りである。ケース数は47である。
　この表によれば，最高気温，雪日数，病院病床数プ
ラス要因となっており，持ち家率と高齢者就職率がマ
イナス要因となっている。すなわち，最高気温が高い
地域ほど，雪日数が多い地域ほど，病院病床数が多い
地域ほど医療費が高くなっている。逆に，持ち家率が
高い地域ほど，高齢者就職率が高い地域ほど診療費が
安くなっている。このモデルの自由度調整済み決定係
数は0.81であり，かなり説明力が高いといえる。

② １人当たり入院費の推計結果
　老人被保険者の１人当たり入院費の推計結果は，表
５に示した通りである。ケース数は47である。
　この表によれば，雪日数，核家族世帯割合，病院病
床数，男性比率（老年人口）がプラス要因となってい
る。すなわち，雪日数が多い地域ほど，核家族世帯割
合が高い地域ほど，病院病床数が多い地域ほど，男性
比率（老年人口）が高い地域ほど入院費が高くなって
いる。このモデルの自由度調整済み決定係数は0.55で
あり，比較的に適合度が高い。

最小

値

最大

値

平均

値

標準

偏差

１人当たり診療費（万円） 49.7 76.3 61.7 69.7 

老人 １人当たり入院費（万円） 26.0 46.8 42.8 63.6 

被保険者 １人当たり外来費（万円） 20.7 33.2 25.2 27.5 

１人当たり歯科費（万円） 1.8 3.9 2.5 4.6 

１人当たり診療費（万円） 13.5 21.5 17.1 2.2 

一般 １人当たり入院費（万円） 5.2 11.0 7.9 1.7 

被保険者 １人当たり外来費（万円） 0.9 8.6 7.2 1.2 

１人当たり歯科費（万円） 1.4 2.2 1.8 0.2 

表３　被説明変数の記述統計量

表４　老人被保険者 １人当たり療養費の推計結果

説明変数 係数値 標準誤差
ｔ統
計量

有意
確率

定数項 272,512.23 117,270.64 2.32 0.03 

最高気温 16,561.75 4,158.32 3.98 0.00 

雪日数 843.99 288.15 2.93 0.01 

持ち家率 -2,991.15 700.93 -4.27 0.00 

病院病床数 113.76 24.05 4.73 0.00 

医師数 291.22 220.69 1.32 0.19 

高齢者就業率 -7,721.24 1,536.76 -5.02 0.00 

決定係数 0.83 

自由度調整済決定係数 0.81 

回帰の標準誤差 30,106.26 

AIC（赤池情報量基準） 955.46 

Ｆ統計量 41.13 

有意確率（Ｆ統計量） 0.00 

説明変数 係数値 標準誤差
ｔ統
計量

有意
確率

定数項 -11,048,826.00 1,924,142.43 -5.74 0.00 

雪日数 16,086.24 2,790.97 5.76 0.00 

核家族世帯割合 53,707.77 19,973.29 2.69 0.01 

病院病床数 1,608.71 352.37 4.57 0.00 

男性比率（老年人口） 84,149.78 25,627.38 3.28 0.00 

決定係数 0.59 

自由度調整済決定係数 0.55 

回帰の標準誤差 425,482.16 

AIC（赤池情報量基準） 1,198.23 

Ｆ統計量 15.18 

有意確率（Ｆ統計量） 0.00 

表５　老人被保険者 １人当たり入院費の推計結果

③ １人当たり外来費の推計結果
　老人被保険者の１人当たり外来費の推計結果は，表
６に示した通りである。ケース数は47である。
　この表によれば，最高気温，診療所数がプラス要因
となっており，最低気温，保健師数，高齢者就職率が
マイナス要因となっている。すなわち，最高気温が高

説明変数 係数値 標準誤差
ｔ統
計量

有意
確率

定数項 24,843,016.00 49,306.57 0.50 0.62 

最高気温 8,405.60 1,799.44 4.67 0.00 

最低気温 -5,489.95 1,289.97 -4.26 0.00 

診療所数 1,043.47 214.73 4.86 0.00 

保健師数 -1,159.52 288.21 -4.02 0.00 

高齢者就業率 -2,644.31 1,004.35 -2.63 0.01 

決定係数 0.68 

自由度調整済決定係数 0.65 

回帰の標準誤差 16,409.77 

AIC（赤池情報量基準） 899.62 

Ｆ統計量 17.73 

有意確率（Ｆ統計量） 0.00 

表６　老人被保険者 １人当たり外来費の推計結果
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い地域ほど，診療所数が多い地域ほど外来費が高く
なっている。逆に，最低気温が高い地域ほど保健師数
が多い地域ほど，高齢者就職率が高い地域ほど外来費
が低くなっている。このモデルの自由度調整済み決定
係数は0.65であり，比較的適合度が高いといえる。
④ １人当たり歯科費の推定結果
　老人被保険者の１人当たり歯科費の推計結果は，表
７に示した通りである。ケース数は47である。
　この表によれば，交通事故発生件数がプラス要因と
なっており，持ち家率がマイナス要因となっている。
すなわち，交通事故発生件数が多い地域ほど歯科費が
高くなっている。逆に，持ち家率が高い地域ほど診療
費が低くなっているが，このモデルの自由度調整済み
決定係数は0.30であり，適合度は低いといえる。この
分析で用いた指標以外の要因が大きく影響しているも
のと思われる。

　このモデルの自由度調整済み決定係数は0.74であ
り，かなり適合度が高いといえる。
② １人当たり入院費の推計結果
　一般被保険者の１人当たり入院費の推計結果は，表
９に示した通りである。ケース数は47である。
　この表によれば，持ち家率と病院病床数がプラス要
因となっている。すなわち，持ち家率が高い地域ほど，
病院病床数が多い地域ほど入院費が高くなっている。
このモデルの自由度調整済み決定係数は0.78であり，
かなり適合度が高いといえる。

表７　老人被保険者 １人当たり歯科費の推計結果

説明変数 係数値 標準誤差
ｔ統
計量

有意
確率

定数項 39,832.79 5,497.81 7.25 0.00 

持ち家率 -291.48 73.66 -3.96 0.00 

交通事故発生件数 6.72 3.00 2.24 0.03 

決定係数 0.33 

自由度調整済決定係数 0.30 

回帰の標準誤差 3,879.18 

AIC（赤池情報量基準） 764.19 

Ｆ統計量 10.80 

有意確率（Ｆ統計量） 0.00 

説明変数 係数値 標準誤差
ｔ統
計量

有意
確率

定数項 70,058.87 10,518.49 6.66 0.00 

診療所数 421.09 137.64 3.06 0.00 

病院病床数 58.22 6.11 9.52 0.00 

決定係数 0.76 

自由度調整済決定係数 0.74 

回帰の標準誤差 11,069.55 

AIC（赤池情報量基準） 860.65 

Ｆ統計量 67.73 

有意確率（Ｆ統計量） 0.00 

表８　一般被保険者 １人当たり診療費の推計結果

表９　一般被保険者 １人当たり入院費の推計結果

説明変数 係数値 標準誤差
ｔ統
計量

有意
確率

定数項 -10,455.54 10,915.54 -0.96 0.34 

持ち家率 431.63 151.31 2.85 0.00 

病院病床数 51.15 4.15 12.34 0.01 

決定係数 0.79 

自由度調整済決定係数 0.78 

回帰の標準誤差 7,951.99 

AIC（赤池情報量基準） 830.22 

Ｆ統計量 83.65 

有意確率（Ｆ統計量） 0.00 

③ １人当たり外来費の推定結果
　一般被保険者の１人当たり外来費の推計結果は，表
10に示した通りである。ケース数は47である。
　この表によれば，病院病床数がプラス要因である。
すなわち，病院病床数が多い地域ほど外来費が高く
なっている。このモデルの自由度調整済み決定係数は
0.08であり，ほとんど適合していないといえる。

表10　一般被保険者１人当たり外来費の推計結果

説明変数 係数値 標準誤差
ｔ統
計量

有意
確率

定数項 56,873.72 7,078.80 8.03 0.00 

病院病床数 13.07 5.77 2.27 0.03 

決定係数 0.10 

自由度調整済決定係数 0.08 

回帰の標準誤差 11,100.30 

AIC（赤池情報量基準） 859.94 

Ｆ統計量 5.14 

有意確率（Ｆ統計量） 0.00 

④ １人当たり歯科費の推計結果
　一般被保険者の１人当たり歯科費の推計結果は，表
11に示した通りである。
　この表によれば，歯科診療所数がプラス要因となっ
ている。すなわち，歯科診療所が多い地域ほど歯科費

（3） 一般被保険者の医療サービス需要
① １人当たり診療費の推定結果
　一般被保険者の１人当たり診療費の推計結果は，表
８に示した通りである。ケース数は47である。

　この表によれば，診療所数，病院病床数がプラス要
因となっている。すなわち，診療所数が多い地域ほど，
病院病床数が多い地域ほど医療費が高くなっている。
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が高くなっている。このモデルの自由度調整済み決定
係数は0.45であり，適合度が高いといえる。

説明変数 係数値 標準誤差
ｔ統
計量

有意
確率

定数項 10,486.60 1,151.07 9.11 0.00 

歯科診療所数 154.11 24.80 6.22 0.00 

決定係数 0.46 

自由度調整済決定係数 0.45 

回帰の標準誤差 1,280.12 

AIC（赤池情報量基準） 661.22 

Ｆ統計量 38.63 

有意確率（Ｆ統計量） 0.00 

表11　一般被保険者 １人当たり歯科費の推計結果

４．結　び

　以上の結果から，次のことがいえる。
　すなわち，老人被保険者に関しては，最高気温，最
低気温，降雪日数といった自然環境の厳しさが入院費
や外来費を高めている。気候の厳しさが健康を損ねる
原因となっているとともに，降雪日数の多さが病院へ
の通院より入院を選ぶ動機として働き，診療費を高め
ている可能性がある。
　老人被保険者の入院費に関しては，核家族世帯の割
合が高いことが費用を高める要因になっているが，傷
病時に世帯人員数が少ない場合には自宅で家族による
看護や介護が受けにくいために入院しているものと推
察される。また，女性に対する男性の比率の高さが費
用を高めているが，男性の方が，同程度の病状であっ
ても外来より入院を選ぶ確率が高いのかも知れない。
　老人被保険者の外来に関しては，保健師の多さや高
齢者の就業率の高さが費用を低くする要因となってい
る。保健師による保健活動は，高齢者の健康維持増進
に効果があり，高齢者の就業率は高齢者の生きるハリ
となって健康維持に寄与しているものと推測される。
　高齢被保険者，一般被保険者ともに，病院の病床数
が入院費を高める要因となっている。また，診療所数
の多さは，老人被保険者の外来費を高める要因となっ
ている。歯科診療所数の多さは，一般被保険者の歯科
費を高める要因となっている。これらのことから，診
療所数や病院病床数，歯科診療所数は，医師誘発需要
のため，あるいは患者のアクセス費用の低減のために，
診療費，入院費，外来費，歯科費を高めているといえる。
　これらの結果をふまえて考察すると，今後の気候変
動によって，医療費も変化することが考えられる。家
族の少人数化の進展は，老人被保険者の入院動機を高
める可能性がある。また，医師や診療所，病院ベッド

数を増加させることにより，診療費を高めることが明
らかになった。
　一方，今後，地域の保健師による保健活動をさらに
活発化させることや高齢者の就業率を上げることに
よって，高齢者の健康維持や生きがいの確保に寄与す
ることから，診療費を抑える可能性があるものと考え
られる。
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